
富山県の現状（各論・テーマごと）
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県内人口の推移（市町村別①）

（出典）総務省統計局「人口推計」、富山県「人口移動調査」
2



県内人口の推移（市町村別②）

（出典）総務省統計局「人口推計」、富山県「人口移動調査」 3
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現状
○本県における中学校卒業予定者数は年々減少。

現在１歳の子どもが中学校を卒業する令和20年度は現在より３割以上も減少する
見込み。

○一方、外国人児童生徒数は年々増加。

出典：（左） R6～14は学校基本調査（R5.5.1）の在籍者数、R15～20は人口移動調査（R5.10.1）に基づく推計値、（右）学校基本調査（文部科学省）

県内の外国人児童生徒数中学校卒業予定者数

①人口減少と少子高齢化 ～児童生徒数の推移～
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現状
○いじめの認知件数は増加傾向。

→積極的な認知を行い早期発見・早期対応に努めている。
○不登校の出現率は小・中・高校生共に増加傾向。特に小学校では全国に比べて

高い傾向が続く。
課題

○いじめの未然防止の取組みや、早期発見・早期対応
○不登校の未然防止や早期対応、居場所の確保

出典：児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査（文部科学省）
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いじめの認知件数
（国公私立学校あたり千人）

不登校の出現率（国公立私立学校）
小・中・高校における不登校の児童生徒の割合（文

項 目 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

小学校
1.14%

[全国 1.00％]

1.51%
[全国 1.30％]

1.82％
[全国 1.70％]

2.40％
[全国 2.14％]

中学校
3.37％

[全国 4.09％]

4.23％
[全国 5.00％]

5.17％
[全国 5.98％]

6.07％
[全国 6.71％]

高 校
1.55％

[全国 1.39％]

1.62%
[全国 1.69％]

1.92％
[全国 2.04％]

2.51％
[全国 2.35％]

①人口減少と少子高齢化 ～いじめ・不登校への対応～



6資料：こども家庭庁、富山県

※令和３年度までの相談対応件数は、児童相談所が相談や通告を受け指導等を行った件数で、
結果的に虐待と認められなかったものを含む。

◎児童相談所における児童虐待相談対応件数（全国・富山県）

現状
○本県の児童相談所における児童虐待の相談対応件数は、令和４年度は864件となっている。

①人口減少と少子高齢化 ～児童虐待対応件数～
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現状
○教員の志願者は減少傾向。
○教員の平均時間外在校等時間は依然として高い水準にある。

課題
○教員の多忙化解消により、児童生徒と向き合いやすい環境整備と教員の資質向上

を図る研修の充実による優れた教員の確保

出典：教職員課

教員の時間外在校等時間（月平均）富山県公立学校教員任用候補者名簿
登載者数の年度別推移（人）

年度
R2 R3 R4 R5 R6 R7

項目

受検者数 782 777 717 701 681 630

登載者数 325 343 335 338 300 337

倍率 2.4 2.3 2.1 2.1 2.3 1.9

R1 R2 R3 R4 R5

小学校 49.4 43.7 42.7 39.5 37.4

中学校 65.3 50.6 53.3 52.1 46.8

高校 47.7 36.9 41.1 40.3 40.4

特別支援学校 29.9 23.8 27.0 27.3 26.2

①人口減少と少子高齢化 ～教育人材の確保～
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〇医療圏別の2050年推計人口では、新川医療圏及び砺波医療圏で10万人を下回る。
二次医療圏の設定基準である20万人を大きく下回ることから、設定見直しの検討が
必要となる。

2024年10月1日 県全体 995,955人
（富山県人口移動調査）

総面積 4,247.5㎢
可住地面積 1,842.2㎢

2050年推計人口 県全体 761,719人
▲234,236人（▲23.5％）

（国立社会保障・人口問題研究所 推計）

新川医療圏 108,002人
総面積 924.5㎢
可住地面積 434.3㎢

富山医療圏 480,395人
総面積 1,843.8㎢
可住地面積 750.2㎢

高岡医療圏 288,949人
総面積 549.6㎢
可住地面積 335,9㎢

砺波医療圏 118,609人
総面積 929.7㎢
可住地面積 321.8㎢

新川医療圏 74,396人
▲33,606人（▲31.1％）

高岡医療圏 211,745人
▲77,204人（▲26.7％）

富山医療圏 394,620人
▲85,775人（▲17.9％）

砺波医療圏 80,958人
▲37,651人（▲31.7%）

①人口減少と少子高齢化 ～二次医療圏別の人口の変化～



〇県民の生命や財産を守る防災・減災対策

〇雪に強いまちづくり

治水対策土砂災害対策

整備前整備前

〇公共インフラの維持管理
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①人口減少と少子高齢化 ～土木の役割①～



出典：富山県HP「第１回災害対策本部会議資料」より

令和５年６,７月豪雨

国道359号 伏木港 上庄川

白岩川に架かる藤塚橋
（立山町日中～上市町女川）

白岩川の護岸欠損による被災状況

令和６年能登半島地震

〇災害対応
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①人口減少と少子高齢化 ～土木の役割②～



○県内建設業従事者及び県土木部の技術職員数は減少傾向。一方、維持管理が必要な
公共インフラ施設は増加傾向にある

11

2,529 2,543 2,644 2,660 2,675

8,315 9,532 10,454 11,028 11,243 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

S58 H5 H15 H25 R5

国・県 市町村

1,602 1,637 1,651 1,649 1,649

140 213 196 192 192

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

S57 H5 H14 H25 R5

国・県 市町村

53,656 
42,907 38,526 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

H16 H24 R3

〇人材 県内建設業従業者数（人） 県土木部技術職員数（人）

出典：総務省・経済産業省 経済センサスｰ活動調査等

-28%

〇公共インフラ施設
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市町村 +35%

～土木を取り巻く状況～①人口減少と少子高齢化
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全体 +28%
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～公共土木施設の状況～①人口減少と少子高齢化

橋梁（15m以上）
現状 約39％ 約93％

トンネル
現状 約29％ 100％

港湾の岸壁
現状 約45％ 約92％

建設後50年経過する公共土木施設（県管理）の推移（R6.4現在）

30
年
後

⇒人口減少下でも土木施設を計画的・効果的に維持管理していく必要

○県が管理する橋梁などの公共土木施設は、戦後の高度経済成長期以降に整備された
ものが多く、今後は高齢化した公共土木施設の急速な増加に直面する



〇特に農林水産業では就業者の減少と高齢化が顕著

〇第1次産業の就業人口は富山県･全国ともに20年間で4割程度減少 ⇔ 全産業では1割程度減少

〇農業経営体数12,356経営体(2020年)が､2030年に7,118経営体(2020年比▲42%)へ減少する可能性

〇農業者平均年齢が71.3歳(2020年)と全国平均67.8歳を上回る(全国より15年早い水準で高齢化が進行)

（出典：農林業センサス）
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図１ 第1次産業（農業・林業・漁業）就業人口推移
（出典：総務省統計局「国勢調査」）

※2030の数値はセンサスの傾向から推計

図２ 富山県の農業経営体数の推移
（出典：農林業センサス）

図３ 基幹的農業従事者の平均年齢の推移
（出典：農林業センサス）

富山県は2005年に68歳
全国は2020年に約68歳
富山県の方が15年早いペース
で
平均年齢が上昇

25,296

16,329
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①人口減少と少子高齢化 ～人口減少による農林水産業への影響～



○担い手への農地の集積は、農地中間管理事業の活用により令和５年度末の担い手への農地集積面積が
39,958ha、集積率が69.1%と着実に進んでいる（全国60.4%）

14

農地集積率の推移

①人口減少と少子高齢化 ～担い手への農地集積の推移～
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現状・課題 新たな取組みへの動き

⇒地域の担い手不足
の深刻化

●県全体よりも早いスピードで
人口減少

急速な人口減少と少子高齢化

ｚ
県全体

中山間
地域

2015～2045年の減少率 23％ 39％

2045年の高齢化率 40％ 46％

●日常生活を支える交通
サービス低下への懸念

●第1次・2次産業への従事割合
が県全体よりも高い

●鳥獣被害
など

県土の７割が
中山間地域

：中山間地域

旧幼稚園舎を地域の交流施設
として再整備し、コミュニティカフェ
を開設

旧小学校舎を宿泊施設として再整備し、
地域内外からの宿泊客には地元料理で
おもてなし

①人口減少と少子高齢化 ～中山間地域の現状～
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〇全国的にも全産業において人手不足感が強まる中、特に交通分野では不足感が強く
なっている
〇バス・デマンド交通等を担う運転手に必要な第二種免許の保有者数は、年々減少傾
向にある
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出典：運転免許統計（警察庁）

雇用人員判断DI（「過剰」－「不足」）（全国） 第二種免許保有者数の推移（富山県）

①人口減少と少子高齢化 ～地域交通の担い手の状況～



○全国的に時間雨量50mmを上回る短時間強雨の発生数が増加しており、年間発生件
数（10年平均）は、全国では約1.5倍、富山県では約2.2倍に増加している

出典：国土交通省「水害レポート2023」

時間雨量50mm以上の年間発生回数（アメダス1,300地点あたりに換算した値）（全国）

出典：富山県内気象台観測所データ
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②自然災害の頻発化・激甚化 ～短時間強雨の発生状況～
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○近年、「共助」の推進や防災意識の高まりにより、本県における防災士の数や自主
防災組織の組織率は上昇傾向。一方、令和５年７月には県内で初めて線状降水帯が観
測されるなど、自然災害は頻発化・激甚化しており、一層の対策が必要
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平成20. 2.24 高 波 入善町 （１町）

平成20. 7.28 豪 雨 南砺市 （１市）

令和3.1.9 大 雪 砺波市、小矢部市、南砺市、氷見市 （４市）

令和5.7.13 水 害 富山市、高岡市、小矢部市、南砺市 （４市）

令和6.1.1
地 震

（令和６年能
登半島地震）

富山市、高岡市、氷見市、滑川市、黒部市、砺波市、小矢部市、南砺
市、射水市、舟橋村、上市町、立山町、朝日町（１３市町村）

過去の災害救助法の適用（平成以降）

②自然災害の頻発化・激甚化 ～防災士、自主防災組織の状況～
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資料出所：県国際課「富山県内外国人統計」

○県内における外国人住民数は、2024年度は過去最多の23,785人となった
○国籍別にみると、近年は就労関係の在留資格を主とするインドネシア
（R5⇒R6 605人増）、ベトナム（R5⇒R6 287人増）の増加が顕著である。

外国人住民数国籍別の推移（富山県）
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③担い手の多様化 ～外国人住民数の推移～
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○近年、世界における生成AIの市場規模は急速に拡大しており、2027年には1,200億
ドル規模になると予測されている
○2022～2025年の年平均成長率をみると、あらゆる分野で50%以上の年平均成長率
となっている

出典：総務省「令和６年版情報通信白書」

生成AIの市場規模（試算）

④イノベーションの深化/グローバル化 ～AIの市場規模～
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○少子高齢化により人手不足が進む日本においては、AIを活用した避難支援、人手不
足解消、迅速な災害対応に向けた研究開発が進むことにより、今後、自然災害による
被害を軽減し、早期復旧を実現することが期待されている

出典：内閣府 広報誌「ぼうさい」
令和元年度春号

内閣府の総合科学技術・イノベーション会議が推進する「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）における
「国家レジリエンス（防災・減災）の強化」の概要

④イノベーションの深化/グローバル化 ～AI技術の防災・減災への活用～
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○本県では、建設現場の生産性・安全性向上、労働者不足への対応など、建設産業が
直面する様々な課題に対応していくため、建設ICTの導入・普及を積極的に進めてお
り、平成30年度からICT活用工事の試行を実施（令和5年度までの実施件数は99件）
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ＩＣＴ活用工事の推移（富山県土木部発注）

施工プロセス区分
ＩＣＴ
全活用

ＩＣＴ導入型（R1から）

ﾀ ｲ ﾌ ﾟ
Ⅰ

ﾀｲﾌﾟ
Ⅱ

ﾀｲﾌﾟ
Ⅲ

ﾀｲﾌﾟ
Ⅳ

ﾀｲﾌﾟ
Ⅴ

①３次元起工測量 〇 〇 － － 〇 －

②３次元設計データ作
成

〇 〇 〇 〇 〇 〇

③ＩＣＴ建機による施
工

〇 〇 〇 〇 － －

④３次元出来形管理等
の施工管理

〇 － 〇 － 〇 〇

⑤３次元データ納品 〇 〇 〇 〇 〇 〇

ICT工事：以下の①～⑤の施工プロセスのうち全てもしくは、一部においてＩＣＴ
を活用する工事

出典：建設技術企画課調べ（R6は12月末（予定含）

④イノベーションの深化/グローバル化 ～土木分野におけるICT等を活用した取組み①～



道路舗装の状況把握

道路パトロール車に設置したカメラ画像から
AIが路面状況を解析

・路面のひび割れを検知
・ひび割れ率と位置を記録
・交通量を踏まえ優先度を示す

除雪機械のワンオペレーター化【R6試行】

オペレーターと助手（２名乗車） オペレーターのみ（１人乗り化）

後方確認用モニタ

ラジコン型草刈機械を貸出し

河川状況の把握と発信

堤防草刈りの負担軽減と効率化【R6～】

とやま河川メール
富山県河川海岸
カメラ・水位情報

○道路パトロールにおけるAIによる路面情報の解析など、業務の効率化も推進
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④イノベーションの深化/グローバル化 ～土木分野におけるICT等を活用した取組み②～
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＜全 国＞ ＜富山県＞

○2024年の訪日外国人旅行者数は約３,687万人と、年間の合計で過去最高

○本県においても、訪日外国人旅行者（延べ宿泊者数）は回復しており、欧米豪に
ついては、コロナ前の2019年と比較し、イギリス188.4％、フランス155.7％、
アメリカ114.6%と、いずれもコロナ前の水準を上回っている

出典：観光庁宿泊旅行統計調査
※2023年以前は確定値、2024年の値は速報値

国・地域別の状況
人泊

2019年 2024年 対2019年

台湾 99,010 79,460 80.3%

中国 34,970 34,150 97.7%

韓国 20,460 17,720 86.6%

香港 32,760 13,370 40.8%

タイ 10,020 10,090 100.7%

アメリカ 7,280 8,340 114.6%

シンガポール 6,860 7,970 116.2%

イギリス 1,460 2,750 188.4%

フランス 1,150 1,790 155.7%

訪日外国人旅行者（延べ宿泊者数）の推移

④イノベーションの深化/グローバル化 ～インバウンドの状況～
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＜働き方＞
○2020年の新型コロナウイルス感染症の拡大後、テレワークの導入が急速に進んだ
○直近1年間のテレワーク実施率は、首都圏では依然として高い水準となっている

出典：令和6年版 情報通信白書

・テレワーク導入率の推移（全国） ・直近１年間のテレワーク実施率【R5】

出典：国土交通省 令和５年度テレワーク人口実態調査をもとに富山県作成
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⑤価値観の多様化 ～テレワーク～
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○シェアリングエコノミーとは、個人等が保有する活用可能な資産（スキルや時間帯
等の無形のものも含む）を、インターネット上のプラットフォームを介して他人等も
利用可能とする経済活性化活動。あらゆる遊休資産の活用を促進し、一人ひとりの多
様なニーズにあった選択ができる社会、自然災害や感染症等の非常事態に対してもレ
ジリエントな社会、持続可能な循環型社会等の実現に貢献することが期待されている
（R4.4.22デジタル庁「クリーンエネルギー戦略検討合同会合説明資料」より）

出典：総務省「シェアリングエコノミー活用ハンドブック）」

⑤価値観の多様化 ～シェアリングエコノミー～



＜オンライン化状況（R6.3月現在）＞※R７.3月末状況は現在取りまとめ中

申請・届出数：5,712件のうち 対応済：3,811件

新規申請はオンライン申請を前提に

⑥DXの推進 ～行政手続オンライン化～
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■電子決裁の推進

R6 R5 R4 R3 R2 R元 H30 H29 H28

93.0%

(73.0％)

90.1%

（70.8%）

74.7%

（43.5%）

58.3%

（11.7%）

33.0%

（7.9%）

3.1%

（－）

3.7%

（－）

4.7%

（－）

5.8%

（－）

■電子契約の推進

・R4.10月に電子契約サービスを導入。
・取扱件数はR6.1～R6.12で704件、
契約総額 約217億円となっている。

（R5.1～R5.12 467件、約78億円）

＜電子決裁率の推移＞※紙と電子併用の起案文書を含む（下段 完全電子決裁率）
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⑥DXの推進 ～行政手続オンライン化～



■共同調達
13業務（システム）で県・市町村・
一部事務組合等による共同調達、運
用を実施中

■自治体クラウド

富山市を除く14市町村で

基幹系情報システムを共同利用

富山市も参加して

標準化の準備作業等を共同で実施中

(県と15市町村で定例会・勉強会を開催）

共同調達の例①
チャットツール(LoGoチャット）を
１７団体で共同調達

共同調達の例②
電子契約システム（CLOUDSIGN）を
１２団体で共同調達

10
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⑥DXの推進 ～市町村DX支援（自治体クラウド）～



■研修のイメージ

「富山県職員人材育成・確保基本方針」に基づき、
DX人材育成研修を市町村と共同実施

幹部・管理職向け DX推進リーダー向け

R5年度

実施時期 R5年5月 R5年7月～R6年1月

受講者（県） 48人 50人

受講者（市町村） 112人 113人

R6年度

実施時期 R6年7月 R6年7月～R7年1月

受講者（県） 151人 57人

受講者（市町村） 55人 113人

■開催実績

■研修内容
デジタル・データ活用スキル（BIツール、生成AI、ノーコードツール等）や課

題解決能力の向上に必要な知識（コミュニケーションスキルやデザイン思考な
ど）を講義、ハンズオン研修、ワークショップなどを通じて習得

30

⑥DXの推進 ～DX人材育成研修～



・各種データの「収集・集約・提供(一元化)」、「可視化(地図化)」が可能な基盤。
※データごとに公開・非公開の設定が可能。

・デジタル庁の方針に基づく、市町村との共同利用・連携が可能。
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⑥DXの推進 ～データ連携基盤～

<オープンデー
タ>

指定避難所
指定緊急避難

場所
交通機関
GTFS

<ハザードマップ
>

ため池浸水想
定区域

山地山岳危険
地域

浸水想定区域

<国・気象庁>
気象観測データ
河川流路

震源・地震情報

<道路（セン
サー）>
積雪深
道路温度
※冬季のみ

<河川水位（セ
ンサー）>

河川水位（国）
河川水位(県)

<カメラ>
道路カメラ（国

道）
道路カメラ（県）

ため池浸水想定区域（青
色部分）

【R6年度】
・防災関連データの収集・集約・提供
⇒「シームレスデジタル防災マップ」として可視化

・富山市、高岡市、小矢部市と基盤を共同利用
射水市、滑川市と基盤を連携

【R7年度】
・オープンデータポータルサイトのデータの移行

(一元化)サイトの廃止
・防災以外の分野のデータの収集・集約・提供

⇒ 新たな分野を「マップ」として可視化

■富山データ連携基盤



・「アプリの連携」、「IDの連携」、「デジタル地域ポイント機能・本人認証
機能」、「管理機能」を提供する基盤。

・デジタル庁の方針に基づく、市町村との共同利用・連携が可能。

【R6年度】
・県アプリの連携

・デジタル地域ポイント機能の利用
とみいくデジタルポイント(県)、いみずデジタル商品券(射水市)

【R7年度】
・デジタル地域ポイント機能の利用
とみまるデジタルポイント(県)、スポーツ応援スタンプラリー(県)
ひみPay(氷見市)、MiraPay(魚津市)

・デジタル地域ポイント運営事務局の整備

■TOYAMA ONE Platform

元気とやま
かがやきウォーク

食べトクとやま とみいく
フレフレ

TOYAMA ONE
アプリ

TOYAMA ONE
Wallet

32

⑥DXの推進 ～サービス連携プラットフォーム～



全国統一の施策 広域的な施策 生活に身近な施策

・国際社会における国家と
しての存立に関わる仕事

・全国統一的に、全国的な
規模・視点で行う仕事

・地域特性を生かした広域に
わたる仕事
・市町村では対応が困難な
規模・性質の仕事

・普段の生活に関わる
住民に身近な行政全般

外交、防衛 等

司法、社会保障、教育 等

警察、防災、環境保全、児童福
祉（児童相談所）、教育行政、
産業振興、県道、河川 等

消防、住民票・戸籍、上下
水道、ごみ処理、生活保護、
小中学校、市町村道 等

連絡調整 広域調整

事業規模・総額予算

国・県・市町村の役割

国 県
村町

市

地域課題（高度化、複雑化、多様化）
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国・県・市町村の行政事務の分担

34



■入善土木事務所（入善町上野）

■魚津総合庁舎（魚津市新宿）
新川農林振興センター
新川土木センター
魚津出納室・魚津相談室

■富山県庁（富山市新総曲輪）

■富山総合庁舎（富山市舟橋北町）
総合県税事務所
富山農林振興センター
富山土木センター
富山出納室

■高岡総合庁舎（高岡市赤祖父）
高岡厚生センター
高岡農林振興センター
高岡土木センター
高岡出納室・高岡相談室

■砺波総合庁舎（砺波市幸町）
砺波農林振興センター
砺波出納室・砺波相談室

■環境科学センター（射水市中太閤山）
衛生研究所
薬事総合研究開発センター

■立山土木事務所（立山町前沢）

■氷見土木事務所（氷見市朝日丘）

■小矢部土木事務所（小矢部市今石動町）

■砺波土木センター（南砺市寺家）

■農林水産総合技術センター（富山市吉岡）

■産業技術研究開発センター（高岡市二上町）

■中央病院（富山市西長江）

■砺波厚生センター（南砺市高儀）

■中部厚生センター（上市町横法音寺）

■新川厚生センター（黒部市堀切新）

■企業局（富山市安住町）

県の機関
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➢ 堅調な税収に支えられているとはいえ、令和７年当初予算ベースで今後の事業見込みを踏まえた試算では引き続き一定の
要調整額（R8:49億、R9:86億）が見込まれ、予断を許さない状況。このため、事業見直しや重点化・効率化による事業の
選択と集中、将来の県民負担を考慮した持続可能な財政運営に努める必要。

中長期的な財政見通し
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➢ 市町村も含め、一般的に、歳出として、①社会保障関係経費（高齢者等に係る民生費、医療費などの衛生費）の増大、
②老朽化した公共施設・インフラの維持管理・更新に要する経費（土木費、農林水産費、教育費）の増大が想定される。



実質公債費比率及び将来負担比率ともに、全国順位では下位
（実質公債費比率：41位、将来負担比率：38位）

健全化判断比率の状況（他の都道府県との比較）
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※実質公債費比率とは、地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したもの。
※将来負担比率とは、地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したもの。
※（標準）財政規模とは、地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税を加算した額。


